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確定拠出年金法施行規則の一部を
改正する省令の公布について 

平成29年3月29日 No.436 

 平成28年6月3日に公布されました「確定拠出年金法等の一部を

改正する法律」※1の施行に伴う確定拠出年金法施行規則の一部を

改正する省令※2が公布されました。 

 内容は、平成30年1月1日施行の「DC掛金の拠出限度額の年単位

化」に関する省令です。 
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 公布された省令の概要 

※2  確定拠出年金法施行規則の一部を改正する省令 

※1  三菱ＵＦＪ年金ニュース（№4１0）確定拠出年金法等の一部を改正する法律の公布 

項番 項目 省令の概要 

(1) 
 掛金拠出の年単位化  
 に関する所要の措置 

 拠出を行う期間ごとの掛金の額を企業型年金加入者等原簿及び個人型年
金加入者等帳簿に記録し、保存すること 

 企業型記録運営管理機関は、拠出を行う期間ごとの事業主掛金及び企業
型年金加入者掛金の額を加入者等に通知すること 

 規約の閲覧について、二以上の事業主で実施する企業型年金については、
当該事業主に係る部分に限って、閲覧をさせることができるものとする 

  

 拠出限度額を「月単位」から「年単位」へ変更、拠出時期は「毎月拠出」か

ら「年1回以上定期的に拠出」へ変更。 

 改正法の概要 【施行日】 平成30年1月1日 
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以 上 

項番 項目 省令案の概要 

(2) 
 年単位化に伴う企業型 
  DCに係る掛金の納付期 
  限日の延長 

（説明） 
企業型DCの掛金は、企業型年金規約で定める日（納付期限日）までに納
付することとされていますが、改正政令※３において、納付期限日までに掛
金を納付することが困難であると認められる場合として省令で定める場合
には、納付期限日を延長できるとされました。この省令で定める場合につい
て以下のように規定されました。 

 事業主掛金を拠出する事業主の業務状況等（企業型年金加入者掛
金にあっては、企業型年金加入者の財産の状況等）に照らし、やむを
得ない理由があると認められる場合 

 延長される納付期限日については、理由のやんだ日から二月以内で厚
生労働省大臣が定める日までの日とする 

  （納付期限を延長したときは、速やかに文章でその内容及び理由を対 
   象となる者に通知すること） 

(3) 
 企業型年金に係る業務 
 報告書の項目追加 

 企業型年金の資格喪失者数や、資格喪失後６カ月経過したことにより
国民年金基金連合会に自動的に資産が移換された者の数、退職者に
対する個人別管理資産の移換に関する説明状況等について、業務報
告書に項目を追加 

 今回開示された関係省令案の概要（つづき） 

ご参考：DC掛金の拠出限度額の年単位化（イメージ図） 

 拠出限度額を「月単位」から「年単位」へ変更 

  （拠出期間は12月～翌年11月までの12月間を単位とする） 

＜法改正後＞12月分～翌10月分の使い残しを 
11月分の拠出時にまとめて拠出することが可能 

12月分 

（翌1月拠出） 

・・・ ・・・ 

＜現行＞各月で拠出限度額の使い残しが発生 

11月分 

（12月拠出） 

翌11月分 

（翌12月拠出） 

翌10月分 

（翌11月拠出） 

翌11月分 

（翌12月拠出） 

12月分 

（翌1月拠出） 

11月分 

（12月拠出） 

翌10月分 

（翌11月拠出） 

＜拠出期間*の単位＞ 

＊規約に定めれば、区分
した期間毎に拠出可 
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※３  確定拠出年金法施行令及び公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正
する法律の施行に伴う経過措置に関する政令の一部を改正する政令 
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